
様式第１号の４（第７条関係）
　　年　　月　　日
誓　約　書
宮城県知事　殿
　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　住　　  　所
　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　団　 体　 名
　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　氏名（代表者）　　　　　　　　　      　　 　印
私は、宮城県観光コンテンツ創出等支援事業補助金を申請するに当たり下記の事項について誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
（補助金の取扱い）
１　補助金を活用して実施する観光コンテンツ創出等について、他補助事業は併用しません。
２　事業内容や金額変更、完了時期の遅延が予想される時点で、速やかに県に相談します。

３　補助金で整備した財産は、補助金交付要綱第１９条に基づき、適切に財産管理処分を行います。
（暴力団の排除）
１　自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。
　  （1）暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
　　（2）暴力団又は暴力団員等によりその事業活動を実質的に支配されている者
　　（3）暴力団又は暴力団員等によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
　　（4）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、または第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている者
　　（5）暴力団又は暴力団員等に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団又は暴力団員等の維持又は運営に協力し、又は関与している者
　　（6）暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれらを不当に利用している者
　　（7）暴力団員又は暴力団員等と密接な交友関係を有する者
２　上記１（1）から（7）までに掲げるものを下請契約の相手方にしません。
３　下請契約等の相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知ったときは、当該申請等を解除します。
４　自己又は下請契約等の相手方が暴力団又は暴力団員等から不当な要求行為を受けた場合は、警察に通報します。
（県税の納付）

１　県税のすべての税目において、未納はありません。

